
人
人
％
人
人
％

決算額
5,543,024

495,302 ×
20,364 ×
7,052 ×
3,210 ×

401,596 構成比 ×
291,449 1.2 ×

- 33.8 ×
207,108 2.3 ×

-付 金 7.5 ×
63,658 47.5 ×

5,319,612 47.5 ×
4,901,207 1.7 〇村 圏

418,405 6.0 ×
12,352,375 - ×再 建

12,127 - ×
119,055 100.0 ×超 過
156,474 -
24,934 -

1,116,730 -
-付 金 - 〇 〇

932,030 - 〇 〇
61,963 - 〇手 当 〇
3,697 - × 〇

353,684 100.0 ○事 務 ×
739,714 〇福 祉 ×
778,601 × 〇

1,175,352
0

620,052
17,826,736

3,613,568
2,337,978
2,130,508
1,490,447
1,490,447

-
7,234,523
2,238,692

94,283
2,953,697
1,756,295
2,166,632

537,383
94,739

-用 金
1,621,915 千円

40,701
1,621,915

-
-
-

経 常 収 支 比 率

性 質 別 歳 出 の 状 況 （単位千円・％）

区　　　　　　分 決算額 構成比 充当一般財源等

産 業 構 造
平 成 ２０ 年 度

人

口

17 年 国 調 49,689
12 年 国 調 51,284
増 減 率 △ 3.1 区 分

人口集中地区人口
都道府県名 ０８

17年国調（人） -
団体名 ２２９５ 市町村類型 Ⅰ－0

１ ７ 年 国 調 １ ２ 年 国 調 12年国調（人） -
茨 城 県 稲 敷 市 地方交付税種地 Ⅱ－２

47,952 9.0 9.4決   算   状   況
住台
民帳
基人
本口

21. 3. 31 47,496
面 積 （ ｋ ㎡ ） 205.78

増 減 率 △ 1.0 人口密度（人） 241

第 １ 次
2,165 2,334

20. 3. 31

区 分 平成20年度（千円） 平成19年度（千円）
歳 入 の 状 況 （単位千円・％）

第 ２ 次
8,554 9,402

区　　　　　　　分 構成比 経常一般財源等 構成比 35.5 37.8

12年国調世帯数

翌年度へ繰越すべき財源

積 立 金 取 崩 し 額
半 島 実 質 単 年 度 収 支
過 疎

（単位千円・％）

指定団体等
の指定状況

歳 入 総 額

新 産 歳 入 歳 出 差 引

18,513,383
地 方 税 31.1 5,543,024 46.3 15,043 歳 出 総 額 16,941,864 17,773,669

1７年国調世帯数

地 方 譲 与 税 2.8 495,302 4.1 739,714
利 子 割 交 付 金 0.1 20,364 0.2 54.4 52.7 14,423 工 特

13,100
26,563

地 方 消 費 税 交 付 金 2.3 401,596 3.4 山 振 積 立 金

第 ３ 次
13,105 884,872

283,787
ゴルフ場利用税交付金 1.6 291,449 2.4 離 島 繰 上 償 還 金 34,361 55,610市

町
村
民
税

特別地方消費税交付金 - - - 1,875,281 -
個 人 均 等 割
所 得 割

65,312 -

首 都
自動車取得税交付金 1.2 207,108 1.7 法 人 均 等 割 127,317 -

固 定 資 産 税 2,634,044

273,919
軽 油 取 引 税 交 - - - 法 人 税 割 416,266 -
地 方 特 例 交 付 金 0.4 63,658 0.5

-

一 般 職 員
- 近 畿 区　　分

うち技能労務員4,901,207 40.9
地 方 交 付 税 29.8 4,901,207 40.9

2,447
特 別 2.3 - - 334,012 - 特定農山村
普 通 27.5

3,254
（ 一 般 財 源 計 ） 69.3 11,933,970 99.6 鉱 産 税 - -

使 用 料

特 別 土 地 保 有 税 - -交通安全対策特別交付金 0.1 12,127 0.1
分 担 金 ・ 負 担 金 0.7 - -

0.9 18,249 0.2
手 数 料 0.1 - -
国 庫 支 出 金 6.3 - -
国 有 提 供 交 - - -
都 道 府 県 支 出 金 5.2 - - 副 市 長 1 H17.3.22-所 税 - 非常勤公務災害 6,800
財 産 収 入 0.3 13,558 0.1 都 市 計 画 税 - - 退 職

ご み 処 理
火 葬 場 収 入 役 1 H17.3.22 6,400

寄 附 金 0.0 - - 水 利 地 益 税 等 - - 事務機共同 常 備 消 防 教 育 長 1 H17.3.22 6,400
合　　　　計繰 入 金 2.0 - - H19.4.15,543,024 - 税 務 小 学 校 議 会 議 長 1

議会副議長 1老 人 中 学 校繰 越 金 4.1 - -

-

H19.4.1 3,800
諸 収 入 4.4 3,977 0.0 議 会 議 員 24 H19.4.1

実質赤字比率
伝 染 病 そ の 他

地 方 債 6.6 - -
うち減税補てん債

うち臨時財政対策債
0.0
3.5

歳 入 合 計 100.0 11,981,881 100.0
目 的 別 歳 出 の 状 況 （単位千円・％） 区 分 （単位千円・％）

構成比 Ａのうち普通建設事業費 Ａの充当一般財源等
⑳
年
度

0 218,702

経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区　　　分 決 算 額 Ａ

31,860 2,544,911
18,538 2,575,371

基 準 財 政 収 入 額 5,501,189
人 件 費 21.3 3,481,077 3,427,429 27.2 議 会 費 218,702 1.3 基 準 財 政 需 要 額 8,929,851

う ち 職 員 給 13.8 2,229,227 - 総 務 費 2,828,952 16.7 標 準 税 収 入 額 6,992,832
扶 助 費 12.6 766,628 766,576 6.1 民 生 費 4,241,869 25.0 標 準 財 政 規 模 12,514,091
公 債 費 8.8 1,390,789 1,356,428 10.8 衛 生 費 1,519,729 9.0 36,544 1,479,951 財 政 力 指 数 18 ～ 20 0.615
内
訳

元 利 償 還 金 8.8 1,390,789 1,356,428 10.8 労 働 費 - - - - 実 質 収 支 比 率 6.6
一 時 借 入 金 利 子 - - - - 農 林 水 産 業 費 1,009,738 5.9 121,878 822,626 経常一般財源等比率 95.7

（ 義 務 的 経 費 計 ） 42.7 5,638,494 5,550,433 44.1 商 工 費 147,622 0.9 23,913 99,186 公 債 費 負 担 比 率 9.9
物 件 費 13.2 1,551,287 1,444,525 11.5 土 木 費 1,878,353 11.1 914,290 1,378,349 公 債 費 比 率 6.5
維 持 補 修 費 0.5 79,722 79,722 0.6 消 防 費 968,602 5.7 41,740 870,543 起 債 制 限 比 率 5.4

10.4 1,724,195 1,665,425 13.2 災 害 復 旧 費 - - -
18.417.4 2,639,974 2,321,310

財 調
教 育 費 2,637,850 15.6 433,152

8.812.8 2,028,712 1,614,297
-

12.8 公 債 費 1,490,447
501,510 - - 諸 支 出 金

-投資・出資金・貸付金
経常経費充当一般財源等計

0.6 70,749 14,573 - 前 年 度 繰 上 充 -

歳 出 合 計
前 年 度 繰 上 充 - -
投 資 的 経 費 9.6 11,024,860721,798

10,710,401う ち 政 府 資 金

16,447
22,998 87.5 ％ 簡 水

92.0 ％ （減税補てん債,臨
時財政対策債除く）

0
被 保 険 者 数 （ 人 ） -

- - - 国  保
634,986 下水道1,225,748 7.2 973,332

655,983
失 業 対 策 事 業 費 - - - 老  保 53,724

287,728
収 益 事 業 収 入
土地開発基金現在高

96.1 87.7
現
年

95.1 84.2
96.8 90.4

徴
収
率

合 計

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合　計

1.8
9.6 721,798
0.2 40,701

歳入一般財源等

保険税（料）収入額 89

206
歳 出 合 計 16,941,864 100.0 13,232,246 14,117,007 千円 介　 護 純固定資産税

計 市町村民税

7,052
3,210

0.1
0.0

区 分 徴 収 済 額 超過課税分

配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

0.0
0.0

事 業
内
　
訳

旧 法 に よ る 税

うち純固定資産税

軽 自 動 車 税

目 的 税

法 定 外 普 通 税
（ 法 定 普 通 税 計 ）

市 町 村 た ば こ 税

議員公務災害 し 尿 処 理-

市 町 村 税 の 状 況

- 中 部
一
般
職
員
等

- 市 町

財 政

-
-
-

入 湯 税 -
-

5,543,024

2,631,642
90,792

-
-

3.2

713,151
△ 65,478

低 開 発
産 炭

実 質 収 支
単 年 度 収 支

828,139
114,988

収

支

状

況

補 助 費 等
うち一部組合負担金

繰 出 金

う ち 人 件 費
内
　
　
訳

単 独
災 害 復 旧 事 業 費

積 立 金

うち

180,525 再 差 引 収 支
299,653補 助

普 通 建 設 事 業 費 上水道
実 質 的 な も の -

（
支
出
予
定
額

）

65,033
-補 償

795,966

債
務
負
担
行
為
額

物 件 等 購 入

そ の 他
保 証 ・

0
- - 地 方 債 現 在 高

0 特 定 目 的
14,337,441

11.6実 質 公 債 費 比 率1,851,818
2,211,382

5,675,236
1,390,789 減 債 821,372

市区町村長

特 別 職 等

1

定数

409

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況

財 源

消 防 職 員
臨 時 職 員

合　　計

指数表選定

28 91,100
55

職員数（人）
381

給料月額（百円）

134,610
教 育 公 務 員

5,447

154,796

17,826,736

56,733

連結実質赤字比率

１人当たり平均給料月額（百円）

3,1601,292,400

1,201,300 3,153

4,200

3,600

実質公債費比率
将来負担比率

H17.7.1

適用開始年月日
（ 報 酬 ） 月 額 （ 百 円 ）

7,800

１ 人 当 た り 平 均 給 料

-
-

11.6
55.2

1,621,915100.016,941,864

健
全
化
判
断

比

率

13,232,246

-
-

-
積立金
現在高

実 質 収 支 354,8532,345,492 事

業

会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

被保険者
１人当たり

国 庫 支 出 金 84

288,617
加 入 世 帯 数 （ 世 帯 ） 8,222

後期高齢 462,057
保 険 給 付 費

388,126
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